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令和５年住宅・⼟地統計調査の概要

〇我が国における住宅及び住宅以外で⼈が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び⼟地の保有状況そ
の他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることに
より、住⽣活関連諸施策の基礎資料を得ることを⽬的として実施するもので、昭和23年以来５年ごとに⾏ってお
り、令和５年調査はその16回⽬に当たる。

調査の⽬的
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〇調査⽇︓令和５年10⽉１⽇（⽇）午前零時現在
〇調査地域︓令和２年国勢調査調査区の中から全国平均約５分の１の調査区を抽出し、これらの調査区において令和

５年２⽉１⽇現在により設定した単位区のうち、約19.9万単位区について調査を実施する。
〇調査対象︓令和５年10⽉１⽇現在、調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で⼈が居住する建物並びにこれ

らに居住している世帯（約340万住⼾・世帯）
※標本設計の⾒直しにより前回の平成30年調査（約370万住⼾・世帯）から１割程度、調査対象を削減

〇調査事項︓[住宅等に関する事項]
居住室数及び広さ、所有関係、敷地⾯積、構造、建て⽅など
[世帯に関する事項]
世帯の構成（世帯⼈員数、性別、年齢等）、年間収⼊、通勤時間、⼊居時期、住環境に関する事項
（安全性、快適性等）、現住居以外の住宅及び⼟地に関する事項など

〇調査の流れ︓総務省→都道府県→市町村→統計調査員（指導員）→統計調査員（調査員）→調査対象住⼾・世帯
※調査書類は同時配布⽅式により配布
※回答⽅法は①オンライン、②郵送、③調査員回収のいずれかの⽅法による（調査対象世帯が選択）

調査の概要

〇国及び地⽅公共団体が住⽣活基本法に基づき作成する住⽣活基本計画に係る住宅関連諸施策の策定及び成果指標
〇耐震や防災を中⼼とした都市計画の制定 〇経済財政⽩書等における分析・評価 〇国⺠経済計算の推計 など

結果の利⽤



令和５年調査の主な変更点 ① 標本設計の⾒直し
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①本調査では、国勢調査の結果から得られた調査区数を⺟集団情報として第１次抽出単位となる調査区数を設定す
る標本設計を採⽤しているが、今後も⼈⼝の⾼齢化等に伴う単⾝世帯を中⼼とした世帯数の増加に連動し、報告
者数の増加が想定される。このため、報告者及び実査事務の負担軽減を図る観点から、結果利⽤にも留意しつつ
標本設計の⾒直しの余地について検討する必要がある。

②⼈⼝１万5000⼈未満の町村別の結果表章の要望等を踏まえ、例えば⼤都市部の標本数を削減し、⼈⼝１万5000
⼈未満の町村に標本数を振り替える場合の結果精度や標本数の⾒直しによる実査事務の業務量等についても⼗分
に検証・検討する必要がある。

平成30年調査の答申における「今後の課題」

従来の標本設計
＜層化２段抽出法＞
調査区抽出（第１次抽出）
市区町村別に⼈⼝規模に応じ
て設定した抽出率により、国
勢調査調査区から標本調査区

を抽出

調査区内住⼾抽出
（第２次抽出）

標本調査区から17住⼾を
無作為抽出

⺟集団となる国勢調査調査区数
の増減に連動し、本調査の標本
調査区数も増減。単⾝世帯の増
加傾向に伴い、標本調査区数は
年々増加

市区町村の結果表章

【市区町村別結果の表章の有無】

町村
市区 ⼈⼝１万

5千未満
⼈⼝１万
５千以上

×○○（単位︓万）

※全国、都道府県別結果の代表性を確保する観点
から、⼈⼝１万５千未満町村にも⼀定数の標本
調査区を割り当てている。

【問題点】
住宅・⼟地
標本調査区数

国勢調査
調査区数

調査
年次

20.6100.8平成25年

21.8103.7平成30年
106.5令和５年



令和５年調査の主な変更点 ① 標本設計の⾒直し
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①報告者及び実査事務の負担軽減並びに世帯数に応じた事務の平準化を実現しつつ、前回調査程度の⽬標精度を確保
する観点から標本設計を⾒直し、令和５年調査の標本調査区数は、19万9000（前回調査は21万8000）とする。

②⼈⼝１万5000⼈未満の町村について、⼀定の精度を確保した結果表章を⾏うためには、前回調査実績との⽐較で
約３倍の標本調査区数が必要であること、同町村に対し結果表章の希望の有無を確認した結果、95％の町村にお
いて希望していないことを踏まえ、従前どおりの結果表章とする。

令和５年調査における対応

①⽬標精度達成に必要な最少標本調査区数を算出
（市区町村の⼈⼝規模から、各市区町村の世帯数別に標本調査区数を抽出する⽅法に変更）

②地⽅事務負担の平準化のための再配分（線型変換法により世帯数⽐例的に市区町村に再配分）を実施

⾒直し後の標本調査区数の決定⽅法

標本調査区数
19万9000（前回調査⽐ ▲ 8.8％）

令和５年調査の標本設計の⾒直しによる結果精度への影響及び令和10年調査の標本設計については、第２回研究
会（12⽉中下旬開催予定）でご審議いただく予定

令和10年調査の標本設計等について



令和５年調査の主な変更点 ② 調査⽅法等の⾒直し
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同居世帯の把握⽅法の変更（調査員による調査票の配布事務の⾒直し）

〇 同居世帯（全世帯の0.6％）への配布︓
調査員が主世帯（全世帯の99.3％）に同居世帯の有無を確認し、同居世帯があった場合、

同居世帯にも追加で調査票を配布

平成30年調査

〇 調査員の事務負担軽減、報告者負担の軽減等に資するとともに、調査員と世帯の接触機会を
削減することで新型コロナウイルスの感染防⽌に資するため、同居世帯には調査票を配布せず、
主世帯にのみ配布（※）

※主世帯が同居世帯の有無・世帯数・世帯⼈員、同居世帯が使⽤する居住室数・畳数を回答

住宅・土地統計調査の定義
世帯：住居と生計を共にしている人々の集まり
＜１住宅に１世帯が居住している場合＞

主世帯 ： その世帯
＜１住宅に２世帯以上が居住している場合＞※シェアハウスに居住する世帯など

主世帯 ： そのうちの主な世帯（家の持ち主や借主の世帯など）
同居世帯 ： 他の世帯

令和５年調査



令和５年調査の統計委員会答申における今後の課題 ①
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同居世帯の把握方法に係る検証

本申請により、同居世帯の把握方法が大きく変わることから、調査結果の集計後に、前回調査の結果と比較
するなどにより、同居世帯の把握方法の適切性について検証すること。

同居世帯数は406千世帯で、平成30年調査と⽐べ0.1%（約10万世帯）の増加
⇒国内に居住する外国⼈やシェアハウスが増加しているほか、主世帯から同居世帯の内容を報告する
ように変更したことで、調査員が世帯に会えずとも同居世帯を適切に把握できるようになったことが
要因と考えられる。

令和５年調査結果
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報告者及び調査員の負担軽減が図られた⼀⽅で、国・地⽅公共団体による審査において、主世帯に同
居世帯を含めているケースや、主世帯をそのまま同居世帯としているケースが多く⾒られ、審査事務の
負担増を招いた。

【主世帯に同居世帯を含めているケース（イメージ）】 【主世帯をそのまま同居世帯としているケース（イメージ）】
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令和５年調査実施状況

〇記⼊不備が多かった事項とその主な状況
・世帯の構成（410団体）︓主世帯に同居世帯を含めて記⼊している調査票があった。
・同居世帯の有無等（504団体）︓同居世帯がいないにも関わらず主世帯の世帯⼈員を記⼊している調査票があった。

地⽅公共団体からの実施状況報告

令和５年調査の統計委員会答申における今後の課題 ①

引き続き主世帯に同居世帯の内容を報告させるが、報告者に同居世帯の定義が明確に伝わるよう、
調査票甲・⼄第１⾯のレイアウト及び記⼊のしかた等を⾒直す

令和10年調査の対応

報告者に同居世帯
の定義が正しく
伝わっていない
可能性がある

３世代家族
（親と子世帯が別生計）

２世代家族
（親と子世帯が同一生計）



令和５年調査の答申における今後の課題 ②
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社会情勢の変化等に対応した調査事項や調査方法の検討
本調査では、現住居以外の住宅・土地の詳細について、主に調査票乙で調査しているが、 我が国では高齢化

や人口減少等が進行しており、今後、現住居以外の住宅・土地が増加していくことが予想される。

一方で、調査票乙による調査については報告者の負担が大きく、調査結果の利活用状況を精査の上、調査
事項の削減の余地があると考えられるところである。
これら社会情勢の変化等や調査結果の利活用ニーズを検証し、次回調査（令和10年が想定される。）以降、本

調査として把握すべき調査事項や、より効率的な調査方法について、中長期的な視点から検討すること。

調査事項
・調査票⼄の「現住居の敷地以外に所有する農地の⾯積」及び「現住居の敷地以外に所有する⼭林の⾯
積」については、調査結果の利活⽤状況が乏しい上、記⼊者負担が⼤きい、かつ集計上の課題があるた
め、削除する⽅針（詳細は資料４参照）
・令和８年４⽉〜５⽉にかけて各府省等及び地⽅公共団体に対して住宅・⼟地統計調査の調査事項及び
集計事項等に対する要望把握を実施し、⾏政ニーズを把握済（詳細は資料３参照）

調査⽅法
効率的な調査⽅法（主にオンライン回答の推進、外国⼈への対応）を検討中

令和10年調査に向けた対応状況



⇒平成25年調査で構築した電子調査票に調
査の都度、改修を重ねてきたところ。令
和10年調査では、報告者の視認性の向上
を追求した電子調査票を新たに構築

⇒報告者のログイン方法の簡素化

オンライン回答の推進
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〇令和５年調査においてオンラインで回答した世帯から、⽂字が⼩さくて⾒えないなど、電⼦
調査票の⼊⼒画⾯の改善を求める意⾒が多く寄せられたところ。
〇結果精度の更なる向上、地⽅公共団体及び調査員の事務負担軽減の観点から、オンライン回
答の推進に資するオンライン調査システムの構築を⾏う。

【調査用品イメージ（令和７年国勢調査）】 【令和５年調査 電子調査票】

4aq2

abcd1234
ＷＸＹＺ

QRコードからログイン情報の自動入力機能を実装 電子調査票の刷新

【e-survey ログイン画面】

画面遷移が多い



外国⼈への対応
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〇近年、国内に居住する外国⼈は増加傾向
〇外国⼈に対する円滑な調査の実現に向け、令和７年国勢調査の外国⼈向けリーフレット
（別紙１参照）を参考に、調査対象世帯への配布書類に「やさしい⽇本語」を⽤いた外国
⼈向けの情報を拡充するほか、電⼦調査票の多⾔語化（令和５年調査では⽇・英のみ）を
検討中

出所：総務省人口推計
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